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1 章  はじめに 
 

























 第 3 期科学技術基本計画（2006-10 年度）では、科学技術システム改革の柱として「人材の
育成、確保、活躍の促進」が位置づけられており、エネルギー分野の分野別推進戦略におい
ても、「エネルギー研究者・技術者の育成・維持」を目標と位置づけている 2。これらを踏ま






































































                                                  
b 俯瞰的予測調査のひとつ。多数の専門家への繰り返しアンケートにより、今後 30 年間の技術発展の






















































■ 日時：2007年3月26日（月）10時～17時30分  
■ 参加者：下記、エネルギー分野関連の産学関係者30名 (詳細は資料1 p48参照) 
＜大学＞ 
  国・私立大学工学部各学科 
   (電気・電子、情報、機械、化学、生物、資源、原子力、環境システム) 
  国立大学産学連携推進本部、高専、海外(カナダ) 
＜企業＞ 
  電力、ガス、石油、石炭、重工業、自動車 
＜学会、研究機関＞ 
  学会：石油学会、原子力学会、エネルギー・資源学会、電気学会、 
日本エネルギー学会 
  研究機関等：電力中央研究所、産業総合技術研究所、エネルギー総合研究所、 




























































■ 目的 ：エネルギー分野人材に関する現状把握 
■ 期間 ：2007年6月29日（金）～7月9日（月） 
■ 参加者：専門家ネットワークに所属している方、全投稿数69件 
 投稿分野内訳と数 :エネルギー15、環境13、ライフサイエンス10、ものづくり10、 
  情報・通信6、社会基盤5、ナノテク・材料5、フロンティア5 











図表 3 電子会議での意見 
Q1 日本の強みとそれを支えた人材、近年の変化に関して 













































































































































































































核融合 核融合発電炉 55.1 15.3 61.9 39.8 44.9 0.0 0.0
原子力 核燃料サイクルを含めたFBR(高速増殖炉)システム 52.0 32.0 60.0 40.8 20.8 4.0 1.6










37.5 33.3 59.4 53.1 24.0 1.0 0.0
原子力 高レベル放射性廃棄物の地層処分技術 35.1 45.0 44.1 55.9 16.2 4.5 4.5
再生エネ 太陽エネルギー変換効率3%以上の人工光合成技術 34.7 42.1 29.5 72.6 8.4 6.3 0.0
再生エネ 遊休地でのエネルギー用バイオマスプランテーション 29.9 23.4 15.0 34.6 64.5 4.7 0.9
資源 バイオテクノロジーを使用した金属元素の抽出、分離技術 29.3 44.0 48.0 53.3 17.3 5.3 0.0









































































































































































































































































































































































































図表 8 回答者の専門分野分布 
平均回答率 26%






































図表 9 エネルギー分野に関連する専門家の比率 
Q あなたのお仕事は“エネルギー分野”に関連しますか？ 















図表 10 エネルギー分野への関連度と所属団体の関係 



















































































12% 15% 27%4% 10%
1% 1% 8%2% 1%
1% 0% 1%1% 5%





図表 13 必要とする学歴・専門性 
















































図表 15 素養として必要な大学教科 
Q エネルギー関連人材に必要な素養として、大学での基本教科のうちどれが特に重要だと 



















図表 16 適応力を高めるキャリア形成 
 Q エネルギー関連人材に必要な適応力を高めるために、特にどんな事を強化すべきだと思いますか?  
【点数をつけて下さい：極めて重要：3、重要：2、普通：1】 






























































































図表 17 大学側の産業人材ニーズの把握 



















図表 18 企業側の大学教科シーズの把握 

























図表 19 大学における重要連携策 






















図表 20 企業における重要連携策 
 Q あなたのお仕事の分野における人材の素養向上のために、どの様な連携施策が特に有効です 









































































































































































領域 #1 領域 #2
領域 #3
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■ 日時：2008年3月26日（月）10時～17時30分  
■ 参加者：下記、エネルギー関連の産学官関係者32名 （詳細は資料3 p114参照） 
＜大学＞  京都大学、東京工業大学、九州大学 
























































































































































































































































































































































































図表 25 人材育成策の充足度評価（ライフサイクルにおける位置付け） 
小学 中学 高校 高専 大学院 企業 社会人 シニア































































































































































図表 27 ライフサイクル上考慮すべき人材育成策 
小学 中学 高校 高専 大学院 企業 社会人 シニア



























■ 参加者：エネルギー分野関連の産学官関係者15名 （詳細は資料4 p146参照） 
＜大学＞        工学部系(機械、資源、原子力、エネルギー科学)  
＜企業＞        エネルギー関連企業（電力、ガス、石油、石炭、重工業）
＜学協会、研究機関＞  学協会：日本エネルギー学会、電気学会、鉄鋼協会 
            研究機関等：エネルギー系、銀行系の研究所 




























































































































































































































1 NISTEP REPORT No.106「科学技術分野の課題に関する第一線級研究者の意識定点調査」、 




























15 新・国家エネルギー戦略、経済産業省（2006 年 5 月） 
http://www.meti.go.jp/press/20060531004/senryaku-houkokusho-set.pdf 
16 第四次評価報告書、IPCC（2007 年） 
http://www.ipcc.ch/ipccreports/ar4-syr.htm 
















資 料 1 
 
Phase 1 予備的定性調査 
 
1. 専門家座談会 （2007年3月） 





















■ 1. 専門家座談会 （2007年3月） 
 
＜座談会協力者＞ (あいうえお順) (2007年4月時点) 
 
Jen-Shih Chang McMaster 大学 名誉教授 
天野 稔 東京電力（株）総合研修センター 技術研修部長 
岡村 潔  東京ガス（株）技術戦略チーム チームリーダー 
小原 健司 金沢工業大学 工学部電気系電気電子工学科 教授 
大木 良典 三菱重工業（株）技術本部 技術企画部 主幹部員 
菊池 英一 早稲田大学理工学部（石油学会会長） 教授 
国吉 浩 東京工業大学（産学連携推進本部企画部門長）教授 
佐藤 正之 群馬大学 工学部生物化学工学科 教授 
坂田 興 （財）エネルギー総合工学研究所 プロジェクト試験研究部部長・副主席 
  研究員 
四方 哲夫 バブコック日立（株）企画本部 副技師長 
高田 達雄 武蔵工業大学 名誉教授 
谷口 一徳 出光興産（株）産業エネルギー部石炭研究所  所長 
竹内 哲夫 原子力学会シニアネットワーク 会長 
仁田 周一 サレジオ工業高等専門学校 教授 
仁田 旦三 東京大学大学院研究科工学部電気工学専攻（電気学会会長代理）教授 
西田 靖 宇都宮大学 副学長 
根津 紀久雄 北関東産官学研究会 会長 
長谷川 裕夫 （独）産業技術総合研究所 エネルギー技術研究部門 副研究部門長 
藤井 光 九州大学 大学院地球資源システム工学 助教授 
藤山 寛 長崎大学 大学院生産科学研究科 教授 
藤田 成隆 八戸工業大学 大学院工学研究科 電気電子工学専攻 教授 
藤本 元 同志社大学 工学部 機械系学科 教授 
堀内 則量 武蔵工業大学工学部 原子力研究所所長 教授 
松橋 隆治 東京大学大学院 新領域創成科学研究科環境システム学専攻（エネル
  ギー・資源学会理事）教授 
美馬 のゆり はこだて未来大学システム情報科学部情報アーキテクチャ学科 教授 
森光 信孝 トヨタ自動車㈱BR エネルギー調査企画室 シニアスタッフエンジニア 
持田 勲 九州大学 産学連携センター 特任教授 
門田 淳子 東京大学産学連携本部 産学連携コーディネータ 
山地 憲治 東京大学大学院 工学系研究科電子工学専攻 教授 
横山 茂 (財）電力中央研究所 首席研究官 















































































 早稲田大学 前年比 13%増 125,686 人 
明治大学  前年比 20%増 101,237 人 










































































































































































































































































































































































































































































































期間：2007 年 6 月 29 日（金）～7月 9日（月） 
投稿数：69 件(エネルギー 15、環境 13、ものづくり 10、ライフ 10、情報 6、 




























































































































  資源 
■オイルサンド合成油などの技術開発、特に地層内回収技術の改善が重要 
■天然ガスを原料とする GTL や石炭液化技術の向上とコスト削減 
■海洋石油天然ガスやメタンハイドレート等のエネルギー資源開発 
 









■ナノテクや MEMS などを活用し高効率にエネルギーを生成する研究 
■摩擦という分野を材料化学の分野から支援 
    




































  自然エネルギー 
■太陽エネルギーを有効に利用 
-効率的な光合成産物の利用 









  -地元の理解を得る努力、そしてコスト削減に一層努めるべき 
  -バイナリー発電は、大気中での水分放出がゼロ 
  -地下潜熱を電気エネルギーに直接変換する 
  -スイス、フランス、オーストラリアでは計画が進行中 
■自然エネルギーの変換効率向上 
 










































































































































  -省エネ関連分野へ進む学生の奨学金、ポスドク枠の拡大 
-金属材料の専門家の人材バンク形成 
  -景気の動向にとらわれることなく貴重な人材を保有していく 
  -地理学者（地質学や農林工学を含め）や経済学者に目を向ける 
  -バイオ科学、生物工学における研究開発者の計画的な育成 
  -1 代限りのパーマネントの上級技術職(教授と対等の待遇)を大学院や研究機関内
に作る 
  94








■フランスの AREVA に相当する会社組織を参考にする 











































資 料 2 
 






































図表 資 1 “エネルギー分野に関連する”の回答比率 
 
図表 資 2 “エネルギー分野に関連する可能性あり” の回答比率 


































12% 15% 27%4% 10%
1% 1% 8%2% 1%
1% 0% 1%1% 5%


























7% 13% 14%9% 8%
1% 5% 8%4% 5%
1% 3% 3%2% 3%
1% 2% 5%3% 4%












 今回の回答者の年齢は、「50 代」、「60 代」、「40 代」が主であり、やはり高年齢化傾向が見
られる。 
 
Q あなたが所属する団体は? （リタイアされた方は主に所属されていた団体） 
 




























































































































































   
 
 




























































 “支援スタッフ” は、エネルギー分野との関連性に関わりなく、効率的である。 
 
 












































































































































Q  その“新たな知識”をどの様に導入していますか(導入できそうですか)? 
 

































































































































































































































































（図表 18 再掲） 


































































































































































































































































































































   科学技術動向研究センター 
環境・エネルギーユニット 
上席研究官 浦島 邦子 
特別研究員 藤本 博也 
客員研究官 前田 征児 
特別研究員 武井 義久 
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